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達成

目標
判定 達成比率 ○△

A 80 以上

B 70 以上

C 60 以上

D 60 未満

A 80 以上

B 70 以上

C 60 以上

D 60 未満

A 80 以上

B 70 以上

C 60 以上

D 60 未満

A 80 以上

B 70 以上

C 60 以上

D 60 未満

A 60 以上

B 40 以上

C 20 以上

D 20 未満

A 80 以上

B 70 以上

C 60 以上

D 60 未満

A 80 以上

B 70 以上

C 60 以上

D 60 未満

A 80 以上

B 70 以上

C 60 以上

D 60 未満

令和６年度 学校自己評価最終

重点目標 具体的取組 主担当 評価の観点
達成状況

分析と今後の課題
判定基準

1

各教科における授

業実践力の向上

「児童生徒自ら思

考する」授業実践

（授業づくりパッ

ケージを用いた授

業力の向上）

①

各教科の授業において、児童生徒が

自ら思考し、単元や本時のねらいを

達成するための効果的な発問につい

て複数の教員で検討し、授業実践を

行う。

研究研修課

各学部

【成果指標】（教員）

発問の工夫改善により、児童生徒が

教科の見方・考え方を働かせ、自ら

思考する姿が見られた。 B

A

②

各教科の授業において、授業づくり

パッケージ（構想→検討→実践→評

価）を活用し、学年集団や教科グ

ループ等で、複数の教員が意見を出

し合いながら児童生徒の学びの姿を

イメージして授業づくりを行う。

研究研修課

各学部

【成果指標】（教員）

授業づくりパッケージを活用して意

見を出し合い、授業改善を行った。
B

B

97% ○

各学部

進路課

生徒指導課

【成果指標】（教員）

地域の人と交流する機会を検討し、

授業実践や行事を行う。

発問の工夫改善により児童生徒が自ら思考する姿が見られたと答えた割合は９７％であった。具体的な工夫改

善として「目標の達成に向けて思考する姿を予想し効果的な発問を考えた」「教員間で共有して精度の高い発

問を行った」等が挙がっている。教員主導ではなく、教科の見方・考え方を働かせて目標を達成する児童生徒

の姿をイメージし、それを引き出すための発問を考える授業づくりを行っている。一方で、発問を吟味する上

で、実態に合った目標設定や児童生徒の思考の見取りと評価の在り方等の課題が明らかになってきた。今後も

課題解決に努めるとともに、児童生徒が思考し、学びを深められる授業づくりに取り組んでいく。

79% ○

授業づくりパッケージを活用して授業改善を行った教員は７９％で達成目標を上回った。パッケージを活用す

ることで、授業づくりの基本的な流れに沿い焦点を絞った協議を重ねることができた。構想の段階から教科の

見方・考え方を意識し、教員間で大事なポイントを共有して指導にあたることで、効果的なチームティーチン

グや複数の視点での評価、授業改善につなげている。しかし、協議の時間が十分に取れないため、議論を深め

ることが難しかったといった意見も見られた。今後は達成比率を上げるとともに、効率的な協議方法を共有す

るなど、引き続き授業づくり・授業改善に取り組んでいく。

○

②

移転後の特別教室の活用について検

討し、新しい単元（題材）を設定し

た授業づくりを行う。 中学部

拡大作業委

員会

【成果指標】（教員）

移転後の特別教室の活用を想定し、

新しい単元（題材）を設定した授業

を検討する。 B

②

インクルーシブ教育の意義や趣旨、

本校の取組についてホームページや

配付物等で発信し、保護者・地域住

民・関係者の理解を促進する。

各学部

インクルー

シブ教育推

進委員会

【満足度指標】（保護者）

インクルーシブに関わる教育活動や

交流活動、行事などの取り組みを学

校からの発信を通して知り、インク

ルーシブ教育について理解した。
B

B

C 65% △

地域との交流について、113名の教員が実施、62名の教員は未実施と回答している。地域の音楽家を招いての

国際的な民族楽器や和太鼓を用いた授業、地域の講師によるフラワーアレンジメント講座、金沢向陽高校との

さまざまな合同授業、森本中学校とのボッチャを用いた交流なども実施した。地域での買い物学習、文化祭で

の販売や森本駅前でのさくらshopsの出店も行った。一方で、交流ができなかった理由としては、年間指導計

画作成の段階で、どのように地域交流を盛り込んでいくか十分に検討することができなかったことが挙げられ

る。今後は、地域との交流を年間指導計画へ位置づけ、定期的なイベントの計画や学校施設の活用など、地域

との交流機会を設定していく。

①

本校と地域住民、地域の学校・企

業・店舗・福祉事業所などの関係者

とが様々な機会を捉えて交流する機

会を増やし、相互理解を深める。

インクルーシブ教育について、「理解できた」「だいたい理解できた」と回答した保護者は92％であった。金

沢北陵高校文化祭への訪問や金沢向陽高校との合同授業（焼き菓子作り、販売活動）が特に評価された。ま

た、交流相手校の大多数が交流活動に満足し、そのほとんどが継続を希望している。保護者の回答には、地域

イベントへの参加や地域の学校との交流、多様性理解の促進、金沢向陽高校とのより一層の交流を期待する意

見もある。知的障害部門高等部の新校舎移転を踏まえ、金沢向陽高校との関わりをさらに密にし、生徒全員が

交流できる方法を模索していく必要がある。今後も様々な取り組みを検討し、実施内容を発信することでイン

クルーシブ教育を推進し、まずは金沢向陽高校の生徒、保護者、地域住民、関係者へと理解を広めていく。

2

インクルーシブ教

育の推進

地域住民に対する

本校教育活動の理

解と交流の促進

B

A 110回 ○

部門間や学部間の交流は全部で86件と昨年度と比べて33件増加した。教科の授業交流では、B高生徒がB小児

童への読み聞かせを行う、A高生徒が考えた英語ゲームをA小児童と一緒に行う、体育でTボールをA高とA小

が合同で行う等、学部間の交流が多く見られた。また行事では、ユニバーサル野球や販売活動等、部門間の交

流が昨年度より増えた。学部ごとにさくらまーと、さくらマルシェ、さくらShopsとした販売活動では、AB

小、AB中、AB高が合同で校内外で出店することができた。一方で、B高等部が新校舎に移転することで、今

年度のような交流が難しくなることも想定されるため、来年度は計画的に交流活動を設定していく。

(※ Ａ：肢体不自由教育部門、Ｂ：知的障害教育部門）3

知的障害教育部門

高等部新校舎への

円滑な移転と一体

感のある学校づく

り

行事の在り方や新

校舎及び本校校舎

の施設設備の活用

方法の検討と計画

①

移転を見据え、各部門及び各学部間

のつながりを意識した授業交流や行

事交流の機会を計画的に設ける。
各学部

インクルー

シブ教育推

進委員会

【成果指標】（教員）

移転後を見据え、部門や学部を越え

た交流授業や交流行事を年間指導計

画に位置付けて計画的に取り組む。

A 92%

4

防災教育の充実

甚大災害を想定し

た避難訓練及び避

難計画の見直しと

対応

①

防災学習リストを活用した防災教育

を推進し、児童生徒の防災への意識

を高める。 各学部

学校安全課

【成果指標】（教員）

いし特版防災学習リストを活用した

授業実践を計画的に取り組む。

D 20% △

来年度の授業計画に、特別教室の活用を設定した教員は２０％に留まっている。しかし、特別教室の活用方法

について教員アンケートを実施したところ、活用法のアイデアが１４４件出された。一例として、食品加工室

を利用した新しい作業製品の開発、図工や美術の授業における陶芸窯の活用、作業室の空間を利用した大きな

共同作品の制作などの案が挙げられた。また、防災学習として、災害時を想定した地域住民参加の研修会を実

施する等、コミュニティ意識の高揚を図るスペースとしての活用という案も出された。これらのアイデアを教

員間で共有し、具体的な授業を検討・実施していく。

②

実際に近づけた避難訓練を実施し、

児童生徒の実態把握と本校の課題を

改善するとともに、その様子を保護

者に発信する。 学校安全課

【満足度指標】（保護者）

学校の災害対策や防災教育について

の取り組みがわかり、その内容に満

足している。 B

B

C 63% △

児童生徒の実態に応じた防災学習を行ってはいるが、防災学習リストを活用していないことが多かった。今後

は防災学習リストを用いることで、児童生徒の防災学習の学びの履歴が分かり、系統的な指導ができるという

利点を教員に周知する。また、10月よりミニ避難訓練を実施し、防災学習で学んだ安全行動の定着を図った。

その結果、放送を静かに聞き、安全行動への移行がスムーズになったなど、児童生徒の意識向上が見られた。

今後はリストを用いずに行った防災学習の内容も参考に、ニーズに合ったリストの見直しを行い、より活用し

やすいものへと改善していく。

A 97% ○

中間評価同様、保護者の満足度は97%という結果であった。概ね満足している理由として、定期的な避難訓練

や防災備蓄リュックの準備など、実際の災害時を想定した取り組みや、災害時の連絡方法、引き渡し訓練、災

害伝言ダイヤルの練習など家庭だけでは取り組めない災害対策に取り組んでいる点が挙げられている。また、

エントランスに防災テントや備蓄品が公開されており学校の取り組みの様子が分かりやすいことなども満足の

理由となっている。PTAと連携して作成した「いしとく版 災害時安心ファイル」も活用しながら、今後も防

災教育の取り組みを継続していく。


